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令和２年第４回大仙市議会定例会会議録第３号

令和２年１２月８日（火曜日）

議 事 日 程 第 ３ 号

令和２年１２月８日（火曜日）午前１０時開議

第 １ 議長報告 ・条例案に対する教育委員会の意見について

・例月現金出納検査結果

第 ２ 一般質問

第 ３ 議案第２１０号 大仙市役所部等設置条例の一部を改正する条例の制定につい

て （質疑・委員会付託）

第 ４ 議案第２１１号 大仙市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につ

いて （質疑・委員会付託）

第 ５ 議案第２１２号 大仙市督促手数料及び延滞金条例の一部を改正する条例の制

定について （質疑・委員会付託）

第 ６ 議案第２１３号 大仙市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ７ 議案第２１４号 大曲市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例及び大仙

市神岡地域公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を

改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ８ 議案第２１５号 大仙市営大曲キャンプ場設置及び管理に関する条例を廃止す

る条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ９ 議案第２１６号 大仙市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の制

定について （質疑・委員会付託）

第１０ 議案第２１７号 字の区域の変更について （質疑・委員会付託）

第１１ 議案第２１８号 秋田県市町村総合事務組合規約の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第１２ 議案第２１９号 大曲仙北広域市町村圏組合の共同処理する事務及び規約の一

部変更について （質疑・委員会付託）



- 82 -

第１３ 議案第２２０号 大仙市神岡交流促進センターの指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第１４ 議案第２２１号 西仙北ぬく森温泉ユメリアの指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第１５ 議案第２２２号 協和温泉（四季の湯）の指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第１６ 議案第２２３号 大仙市南外ふるさと館の指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第１７ 議案第２２４号 太田交流の森及び太田レクリエーションの森の指定管理者の

指定について （質疑・委員会付託）

第１８ 議案第２２５号 太田ふれあいの里及び太田農村体験の里の指定管理者の指定

について （質疑・委員会付託）

第１９ 議案第２２６号 大仙市総合公園テニスコート等の指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第２０ 議案第２２７号 協和スキー場等の指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第２１ 議案第２２８号 太田新興緑地広場等の指定管理者の指定について

（質疑・委員会付託）

第２２ 議案第２２９号 秋田県県南地区広域汚泥資源化施設の建設及び維持管理等の

事務委託に関する協議について （質疑・委員会付託）

第２３ 議案第２３０号 令和２年度大仙市一般会計補正予算（第１５号）

（質疑・委員会付託）

第２４ 議案第２３１号 令和２年度大仙市スキー場事業特別会計補正予算（第１号）

（質疑・委員会付託）

第２５ 議案第２３２号 令和２年度大仙市荒川財産区特別会計補正予算（第１号）

（質疑・委員会付託）

第２６ 請願第 １７号 大曲金谷町の水害対策に関する請願書 （委員会付託）

第２７ 陳情第 ４４号 安全・安心の医療・介護の実現と、国民のいのちと健康を守

るため、国に意見書提出を求める陳情 （委員会付託）
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第２８ 陳情第 ４５号 「新型コロナ対策を強化し、安心して介護を継続できるよう

にするために介護施策の改善を国に求める」意見書提出の陳

情 （委員会付託）

第２９ 陳情第 ４７号 「新型コロナウイルス感染症を教訓に感染症対策を含めた地

域医療構想に見直しすること」を国に求める意見書提出の陳

情 （委員会付託）

第３０ 陳情第 ４８号 地方たばこ税を活用した分煙環境整備に関する陳情書

（委員会付託）

出席議員（２６人）

１番 古 谷 武 美 ２番 ３番 三 浦 常 男

４番 佐 藤 隆 盛 ５番 挽 野 利 恵 ６番 秩 父 博 樹

７番 石 塚 柏 ８番 冨 岡 喜 芳 ９番 本 間 輝 男

１０番 藤 田 和 久 １１番 佐 藤 文 子 １２番 小笠原 昌 作

１３番 小 松 栄 治 １４番 後 藤 健 １５番 佐 藤 育 男

１６番 １７番 児 玉 裕 一 １８番 佐 藤 芳 雄

１９番 髙 橋 徳 久 ２０番 橋 本 五 郎 ２１番 渡 邊 秀 俊

２２番 佐 藤 清 吉 ２３番 高 橋 幸 晴 ２４番 大 山 利 吉

２５番 鎌 田 正 ２６番 高 橋 敏 英 ２７番 橋 村 誠

２８番 金 谷 道 男

欠席議員（０人）

遅刻議員（０人）

早退議員（０人）

説明のため出席した者

市 長 老 松 博 行 副 市 長 佐 藤 芳 彦

副 市 長 西 山 光 博 教 育 長 吉 川 正 一
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上 下 水 道 事 業
代 表 監 査 委 員 武 田 哲 也 今 野 功 成

管 理 者

総 務 部 長 舛 谷 祐 幸 企 画 部 長 福 原 勝 人

市 民 部 長 和 田 義 基 健 康 福 祉 部 長 加 藤 実

農 林 部 長 福 田 浩 経 済 産 業 部 長 高 橋 正 人

建 設 部 長 古 屋 利 彦 災害復旧事務所長 進 藤 孝 雄

病 院 事 務 長 今 久 教 育 指 導 部 長 栗谷川 学

総 務 部 次 長 兼
生 涯 学 習 部 長 藤 嶋 勝 広 佐々木 隆 幸

総 務 課 長

議会事務局職員出席者

局 長 齋 藤 博 美 参 事 齋 藤 孝 文

参 事 冨 樫 康 隆 副 主 幹 佐 藤 和 人

主 任 藤 澤 正 信

午前１０時００分 開 議

○議長（金谷道男） おはようございます。

これより本日の会議を開きます。

○議長（金谷道男） 本日の議事は、議事日程第３号をもって進めます。

○議長（金谷道男） 日程第１、この際、諸般の報告をいたします。

去る１１月２６日に開催された本会議において、市長より提出された議案第２１６号、

大仙市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の制定についてに関しまして、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第２項の規定により、同日、市教育

委員会に意見を求め、１２月１日付で回答が提出されましたので、別添お手元に配付の

とおり報告いたします。

また、例月現金出納検査結果が市監査委員から提出されましたので、別添お手元に配

付のとおり報告いたします。

○議長（金谷道男） 日程第２、本会議第２日に引き続き一般質問を行います。
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５番挽野利恵さん。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 挽野利恵さん。

【５番 挽野利恵議員 登壇】

○議長（金谷道男） はじめに、１番の項目について質問を許します。

○５番（挽野利恵） おはようございます。公明党の挽野利恵でございます。今回も一般

質問の機会を与えていただき、ありがとうございます。

９月の臨時国会において本県出身の菅前内閣官房長官が第９９代の総理大臣に就任さ

れました。秋田県民としてとてもうれしく思っております。そして、国民のために働く

内閣と銘打った実務型の内閣を発足させ、コロナ禍の日本をけん引すべく日夜奮闘され

ております。今後のご活躍をお祈りするとともに、地方の活性化にも積極的に取り組ん

でいただきたいと願うものであります。

また、昨日、佐藤育男議員、佐藤隆盛議員の質問に答える形で来年４月に予定されて

いる市長選挙において、再選を目指して立候補するとの表明をされた老松市長のご決断

に心からの敬意を表するとともに、議員として、また、一介の市民として、再び市政を

担っていただくことを切望するものであります。

私が改めて申し上げるまでもなく、１期目の老松市政は、誠心誠意の政治信条の下、

公約に掲げた政策を市民目線で着実に実行してきたと感じております。私が特に素晴ら

しいと評価しているのが子育て支援と教育の充実に力を注いでいただいたことでありま

す。今や子育てに関するあらゆる数値が県内トップクラスに位置しておりますし、市内

小・中学校の学習環境の整備も前倒しで事業化していただくなど、目を見張る成果を挙

げられていると思います。続投の暁には、是非次の４年間で、さらなる充実が図られま

すようご期待を申し上げます。

さて、今回の一般質問では、感染拡大が続く中、未体験ゾーンである冬季を迎える新

型コロナウイルス感染症に関する事項二つと、市営住宅に関する事項一つの３項目につ

いて質問させていただきますので、市長をはじめとする当局の皆様におかれましては、

ご答弁方よろしくお願いいたします。

はじめに、新型コロナウイルス感染症対策についてお伺いいたします。

いまだ衰えを知らず拡大が続く新型コロナウイルス感染症ですが、その対策の基本は、

何と言っても換気にあると思います。
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ダイキン工業株式会社では、２００２年から継続して「現代人の空気感調査」を全国

の２０代から６０代の男女千人を対象に実施しておりますが、先日、２０２０年の調査

結果が発表されております。それを見ますと、新型コロナウイルスの影響からか、以前

よりも室内の空気を心配に感じる人の割合が大きく増えたそうです。最近までは、窓を

開けて換気をするのが当たり前の気温の日々でありましたが、窓を開けると寒風が肌を

刺す冬がすぐそこまで来ており、寒さ対策の工夫をしつつ、どのように短時間で効率よ

く換気するかが悩みどころとなります。

現在、市の公共施設においては、ソーシャルディスタンスを確保するための人員の制

限や、ドアや窓を開けての利用に努めておられるようであります。しかしながら、冬に

なると氷点下や暴風雪など、窓を開けるのが困難な日々が相当数にあるのではと思われ

ます。

そこで一つ目の質問ですが、冬期間において、換気のためにどのような対策・取り組

みを行おうとしているのか、その内容についてお示しいただきたいと思います。

文部科学省は、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル

「学校の新しい生活様式」において、幼稚園や小・中・高等学校におけるガイドライン

を示しております。この中で『換気は、気候上可能な限り常時、困難な時は小まめに

（３０分に１回以上、数分間程度、窓を全開する）、２方向の窓を同時に開けて行うよ

うにとし、授業中は必ずしも窓を広く開ける必要はないが、気侯、天候や教室の配置な

どにより換気の程度が異なることから、必要に応じて換気方法について学校薬剤師等と

相談する』としております。

そこで二つ目の質問ですが、大仙市内の保育園、幼稚園、小・中学校における換気は、

どのように行うのか、お伺いいたします。

秋田県内においても徐々に感染者が増えており、先月も大仙保健所管内で感染者が確

認され、コロナは身近なところまで来ていることを実感せざるを得ません。無症状で感

染が分からないまま普通に生活している方も一定数いることから、誰でも感染する可能

性があるにもかかわらず、感染者がまるで悪者であるかのような差別的な行動をする人

も相当数おります。私事で恐縮ですが、息子が３月に帰省した際、２週間、家に入れず

に隔離いたしました。そのとき息子が私に言った言葉が忘れられません。「僕をばい菌

みたいに扱わないで」と言ったのです。当時、新型コロナウィルス感染症は「未知の感

染症で怖いもの」という固定的な概念がありましたので、今思えば私の対応は息子を傷
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つけるものであったのかも知れません。感染症対策として隔離した息子でも心に傷を負

うのですから、実際に感染された方はどのようなお気持ちになるのでしょうか。

当市においては、様々な伝達手段で市民に対し、「感染者や濃厚接触者及び医療従事

者などへの誹謗中傷は、人権侵害に当たる」と強く訴えております。
ひ ぼ う

そこで三つ目の質問ですが、児童・生徒、またはその家族等が感染した場合、小・中

学校において休校等の対応、そして子どもたちの心身のケア体制はどのようにされるの

か、お聞かせ願えればと思います。

以上でございます。

○議長（金谷道男） １番の項目に対する答弁を求めます。はじめに老松市長。

○市長（老松博行） 挽野利恵議員の一つ目の発言通告であります新型コロナウイルス感

染症対策のうち、質問要旨の１番目の質問につきましては総務部長に答弁させますので

よろしくお願いいたします。

○議長（金谷道男） 舛谷総務部長。

○総務部長（舛谷祐幸） 挽野利恵議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の、新型コロナウイルス感染症対策についてでありますが、市では、これまでも

感染防止対策として、「密閉空間」「密集場所」「密接場面」のいわゆる「３密」を避

けるよう強く呼び掛けをしており、市の公共施設や主催行事におきましても、マスクの

着用や手指消毒液の設置などの基本的な感染防止対策のほか、定期的な換気やソーシャ

ルディスタンスの確保、また、入場者の確認など「新しい生活様式」に沿った対策を講

じてまいりました。

議員ご指摘のとおり、これからの季節は、天候や気温の影響によりまして、窓を開け

て空気を入れ替えることが不十分になることも危惧されますけれども、国では、寒い季

節でも窓を開けての換気が重要であると示しております。

市の施設におきましても、冬期間は、窓を少しだけ開けて連続的に換気を行う「常時

換気」や、廊下やホールなどを経由して空気を入れ替える、いわゆる「２段階換気」な

どの国で推奨する室温への影響が最小限の方法で換気を行うこととしており、密集・密

接を避けるなどの対策も併せて実施し、しっかりと感染防止に努めております。また、

施設をご利用いただく市民の皆様にも、感染拡大防止対策について、引き続きご理解と

ご協力をお願いしてまいります。

以上です。
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○議長（金谷道男） 次に、吉川教育長。

○教育長（吉川正一） 挽野利恵議員の一つ目の発言通告の新型コロナウイルス感染症対

策のうち、質問要旨の２番目及び３番目の質問につきましては、教育指導部長に答弁さ

せますので、よろしくお願いいたします。

○議長（金谷道男） 栗谷川教育指導部長。

○教育指導部長（栗谷川学） 次に、各保育施設及び小中学校の換気につきましては、文

部科学省及び厚生労働省から出された「学校における新型コロナウイルス感染症に対す

る衛生管理マニュアル」等の通知に従って対応しております。具体的には、可能であれ

ば常時換気を心掛け、困難な場合は３０分に１回以上、数分間窓を全開にし、換気をす

る場合は、２方向の窓を同時に開けながら空気の流れを作るようにしております。

さらに、各保育施設においては、空気の乾燥を防ぐための加湿器や空気清浄機を稼働

させながら室内感染の防止に努めていると伺っております。

また、今年度から小学校にもエアコンが入りましたが、エアコン稼働中も窓を少し開

けたり、休み時間に窓を全開したりするなどして、室内の空気と外気の入れ替えを行い

ました。

これから、インフルエンザの流行も心配されますが、各園、学校とも適切な換気も含

めた感染防止に努めてまいります。

次に、感染者が出た場合の小・中学校の対応につきましては、文部科学省から出され

た「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～『学校の新

しい生活様式』～」に従い、市内小・中学校の現状を踏まえて対応することを校長会等

で通知しております。

その中で、児童・生徒及び教員等の学校関係者が感染した場合には、保健所と相談の

上、臨時休校の要否を判断することとしております。休校措置を取る場合は、感染者が

出た学校を基本としますが、濃厚接触者の状況により、当該校がある中学校区の学校あ

るいは市内全小・中学校とすることもあります。休校の期間につきましては、保健所や

学校医の助言を踏まえて判断いたします。なお、感染者の出欠については保健所の指導

をもとに、出校しない期間は出席停止としております。また、休校期間中の早い段階で

校内で感染者が利用した箇所の消毒作業を行うこととしております。

子どもたちの心身のケアにつきましては、感染した児童・生徒に限らず、各学校の担

任等と養護教諭が連携して一人一人の児童生徒をきめ細かく観察し、児童生徒に適した
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対応を図るとともに、状況によりスクールカウンセラーによる相談を実施し、心の安定

に努めております。

また、学校においては、感染症に関する風評等による偏見や差別が生じることのない

よう子どもたちに指導するとともに、保護者には臆測や心無いうわさによる情報の発信

や拡散などの言動は慎むようご理解とご協力をお願いしているところであります。

今後も引き続き、教育委員会と学校が連携して感染の防止及び感染時の迅速な対応に

努めてまいります。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 挽野利恵さん。

○５番（挽野利恵） ご答弁ありがとうございます。施設における利用者様には、市民の

方には、本当に、市ではこうしていますというふうな姿勢ではあるんですけれども、

やっぱり寒くて開けるのちょっとちゅうちょしたりなんていう、そんなすごい天気のと

きもあると思うんですが、きちっと換気していただくよう、さらに周知に努めていただ

きたいなというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。

学校における子どもたちの心身のケア体制のことに関しましては、その周知していた

だいているようでありますが、例えば道徳などの時間で子どもたちに、そういう何てい

うんですか、ただこう紙を見たとかと、文科省でＹｏｕｔｕｂｅで動画なんて作って子

ども用にあるんですけども、そういうのを見るだけでなくて、本当に授業の中で、コロ

ナだけでなく、そういう差別や偏見がないようなそういうふうな、授業の中にそういう

のを取り込むご予定などはないのでしょうか。このことについて再質問いたします。

○議長（金谷道男） はじめに、舛谷総務部長。

○総務部長（舛谷祐幸） 挽野利恵議員の再質問にお答え申し上げます。

やっぱり議員おっしゃるとおり、この換気というのは、この新型コロナウイルス感染

症予防に対してすごく重要であるということ、これ我々職員もですけども、やっぱり市

民の皆様からも、やっぱりしっかりと理解していただくことが非常に重要だと思います。

各施設におきましては、やっぱりその構造とかで換気の方法というのが違ってくると

思いますけども、その換気、こういうのやってますよというところをポスター掲示した

りそういうのを通じてですね、市民の皆様にも周知をしてまいりたいと思います。よろ
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しくお願いいたします。

○議長（金谷道男） 次に、栗谷川教育指導部長。

○教育指導部長（栗谷川学） 挽野利恵議員の再質問にお答えいたします。

この偏見等に係るそういった差別をしないということに関しては、当然このコロナに

関することは各学校で行っておりますが、議員ご指摘のとおり道徳でも取り扱うことは

十分可能であります。道徳の価値項目の中に人権についてということで取り上げるとい

うことになっておりますので、その人権については、このコロナ以外の取り上げ方もあ

るかと思いますけれども、この状況下ではコロナを例にして授業の中で取り上げるとい

うことは十分考えられることですので、各校でもそういった取り組みが行われているも

のと認識しております。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。

（「ありません」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 次に、２番の項目について質問を許します。

○５番（挽野利恵） 次に、買い物困難者への支援策として、買い物代行についてお伺い

いたします。

冬期間は、インフルエンザなどの感染症の流行があり、高齢者、障がい者、妊産婦、

基礎疾患のある方などは、人ごみに出るのが怖いとよくおっしゃいます。今年の冬は、

さらに新型コロナウィルスの感染を恐れて外出を控える方が増加し、生活に必要な食料

品や日用品の購入が難しくなるケースが増える可能性が指摘されております。

さて、農林水産省では、次の三つの条件に当てはまる高齢者を「買い物困難者」と定

義しています。一つ目は、自宅から食料品が買える店まで５００メートル以上ある、二

つ目は、自動車を使用することが困難である、三つ目は、６５歳以上である。大仙市に

おいては、自宅から食料品が買える店まで５００メートル以上ある方が多く、近年の高

齢者の免許返納増加も相まって、買い物困難者がどんどん増えていく傾向にあると思わ

れます。

当市においては、買い物困難者の多い地域における対策を様々打ち出しておりますし、

民間業者においても配達料金を企業努力で最低限に抑えながら買い物代行サービスを行

うなどしております。さらに、大仙市社会福祉協議会においては、買い物の支援を行っ

ており、その対象者は、自立から要支援２までの方で、かつ単身高齢者、日中のみ単身

になる方も含まれます。障がいを持つ単身者、これも日中のみ単身になる方も含まれま
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す、となっており、利用料は１時間当たり２００円です。これらに当てはまらない市民

は、民間業者の買い物代行宅配サービスを利用することになるのですが、あちこちの店

のものを注文すると配達料が掛かり増しになったり、そもそも配達を行わない小さなお

店もたくさんあります。

全国に目を向けると、東京青梅市では、買い物困難者のために新型コロナウィルス感

染予防対策の一環として、現在、食料品や日用品の買い物を１回３００円で代行する

サービスを実施しております。この買い物代行サービスは、青梅市内在住の７５歳以上

のみの高齢者世帯と、身体障害者手帳２級以上などの基準を満たす障がい者のいる世帯、

妊娠中か今年出産した人がいる世帯が対象で、市が委託した事業者に前日まで電話や

ファクスで申し込み、１回につき１万円以内、購入先を市内３カ所まで依頼できるサー

ビスとなっているそうです。例えば、お米屋さんからは米を、ドラッグストアからはお

むつや消耗品を、スーパーや八百屋さんからは食料品などをといった具合に組み合わせ

て買い物代行をお願いできる仕組みです。

そこでお伺いいたしますが、冬期間の感染拡大防止対策として、感染症にかかった場

合、重篤になりやすい高齢者や障がい者、また、感染を防ぎたい妊産婦の買い物を支援

するために、買い物代行を展開できないでしょうか。ご所見を賜りたいと存じます。

○議長（金谷道男） ２番の項目に対する答弁を求めます。老松市長。

○市長（老松博行） 挽野利恵議員の二つ目の発言通告であります買い物代行に関する質

問につきましては、健康福祉部長に答弁させますので、よろしくお願いします。

○議長（金谷道男） 加藤健康福祉部長。

○健康福祉部長（加藤 実） 質問の、買い物代行についてお答え申し上げます。

大仙市における買い物代行の現状でありますが、公的支援において高齢者に対しまし

ては、一部支援が必要な方及び介護が必要な方に、介護保険制度における総合事業の訪

問型サービスＡや訪問介護サービスで対応しており、障がい者におかれましては、障が

い福祉サービスの介護給付によるホームヘルパーを利用されております。

妊産婦に対する買い物代行事業は実施しておりませんが、児童手当等の上乗せ給付や

出産祝い金、タクシー助成券などの支援を実施しており、ネット販売や民間の買い物代

行サービスなどを利用される場合の負担軽減につながっているものと捉えております。

民間事業者における市内スーパーやコンビニエンスストアの買い物代行サービスの利

用実績につきましては確認できませんが、大仙市社会福祉協議会での買い物支援につき
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ましては、利用者は月に１０件ほどと伺っております。

また、介護保険事務所が今年度、７５０人を対象に実施した高齢者のニーズ調査の中

で、「近所や地域でしてほしいこと」の問いに「買い物」と回答した方の割合は３．８

パーセントとなっております。このことから、高齢者の多くは買い物支援が必要な場合

には、家族や親戚、その他近隣住民など、何らかの方法で支援を受けているものと推測

されます。

市といたしましては、今後、一部支援が必要な高齢者等につきましては、既存のサー

ビスである「訪問型サービスＡ」などで対応しながら、「訪問型サービスＢ」による買

い物代行を令和３年度以降の高齢者プランに盛り込むこととしております。このサービ

スは、住民ボランティアや住民主体の自主活動として生活支援等を行い、高齢者のほか

に障がい者や妊産婦などへの対応が可能となる介護保険制度の事業であります。

これらのことから、今冬の買い物代行の実施につきましては、県内の新型コロナウイ

ルス感染状況を注視し、既存のサービスを中心に予防対策を講じながら、支援を求める

方が必要に応じたサービスが利用できるようにつなげてまいりたいと考えております。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「ありません」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 次に、３番の項目について質問を許します。

○５番（挽野利恵） 最後に、今後の市営住宅の改修等に関わる方向性についてお伺いい

たします。

本市においては、平成２９年３月に「公共施設等総合管理計画」が策定されておりま

す。その中で市営住宅については２１施設あり、管理している住宅の半数以上が築２０

年以上経過、そしてその中で３０年以上経過しているのが９施設となっております。改

修費用も年々増加傾向にあることから、人口減少による入居者数の動向を見ながら更新

規模を検討、計画的な改修を実施し、耐用年数までは長寿命化対策を講ずるほか、改修

費用の増大や入居者数の減少等が見込まれる施設については、用途廃止を検討し、新た

に住宅を整備する必要がある場合は、民間アパート等を仮想市営住宅として官民協働の

住宅供給を推進すると書かれてあります。民間アパート等を仮想市営住宅とし、現時点

の市営住宅の延べ床面積を半分近く縮減するという考え方は理にかなっていると思いま

すし、素晴らしい計画であると思います。
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さて、本市の市営住宅について、面白い表現をお聞きしました。「ツートップ」とい

う言葉で、大曲地域にある「大花都市再生住宅」と「笑の口住宅」を差しているそうで

あります。この二つの市営住宅はとても人気があり、「三度応募してようやく入れた」

という方もおり、狙っている市民も多いと聞いております。反対に人気がない市営住宅

があるのも事実で、理由としては、「交通の便が悪い」「近くに買い物できる店がな

い」などの声のほかに「エレベーターがないから魅力がない」というお話を複数お聞き

しました。以前、私の知り合いで市営住宅に入居を希望されていた方は、高齢のご両親

と障がいのある成人のお子様という家族構成で「階段の昇降は年々つらくなるだろうか

らエレベーターのある笑の口住宅に入りたい」とおっしゃっておりましたが、なかなか

空きがなく、現在も民間の賃貸住宅に住んでおります。

市営住宅がついのすみかになる市民も少なくありません。現在、住んでおられる高齢

の方は、バリアフリー化されてない住宅で不便な生活を余儀なくされております。足腰

が弱って外に出るのがおっくうになると、ますます足腰が弱ってしまいます。介護サー

ビスを受ける際の階段の昇降は、介護者にとっても大変な仕事です。おなかの大きい妊

婦さんや子どもをおんぶしたり抱っこしているお母さんが階段を昇降するのも大変なこ

とです。

大仙市営住宅条例によると、入居者の資格は、第６条第２項において６０歳以上の方

や障がいをお持ちの方などが優先される規定となっているようであり、この条件に該当

する市民にとっての住宅は、当然バリアフリーが必要であると思いますが、残念ながら

市営住宅の多くではエレベーター等のバリアフリー化対策が進んでいないのが現状では

ないでしょうか。

そこで質問ですが、今後の市営住宅の改修工事においては、エレベーター設置などの

バリアフリー化を計画されておられるものか、お伺いをいたします。

○議長（金谷道男） ３番の項目に対する答弁を求めます。老松市長。

○市長（老松博行） 挽野利恵議員の三つ目の発言通告であります市営住宅に関する質問

につきましては、建設部長に答弁させますのでよろしくお願いいたします。

○議長（金谷道男） 古屋建設部長。

○建設部長（古屋利彦） 質問の、市営住宅のバリアフリー化におけるエレベーター設置

についてお答え申し上げます。

現在、大仙市には仙北地域を除いた７地域に１９団地１３３棟５７９戸の市営住宅が
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ありますが、そのうち、３階建て以上の市営住宅は２１棟、うち、エレベーターのある

住宅は大曲地域の笑の口市営住宅、大花都市再生住宅及び神岡地域の神岡ＧＨ棟の３棟

となっております。

これらの住宅は、平成６年にハートビル法が制定されたことにより、法律の趣旨を尊

重して自主的に設置した住宅、それから、平成１５年のハートビル法の改正及び秋田県

バリアフリー社会の形成に関する条例の制定により、エレベーターの設置について努力

義務が課せられたことにより設置した住宅でございます。

なお、３階建て以上でエレベーターのない住宅１８棟については、階段の上り下りに

配慮の必要な方のため、共用階段には全て手すりが設置されております。

現在、第２期公営住宅等長寿命化計画を策定中でありますが、その計画においては、

長寿命化という観点から各市営住宅の屋上防水工事や外壁改修工事などが優先されてい

るところであります。

議員ご指摘のエレベーターの設置については、その必要性を十分に認識しております

が、これらの住宅の前面には、敷地内通路や駐車場などが隣接されており、新規にエレ

ベーターを設置するには、そのスペースが必要であること、加えまして膨大な経費がか

さむことなどから難しい状況にありますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げま

す。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 挽野利恵さん。

○５番（挽野利恵） 答弁ありがとうございます。内閣府の平成３０年版高齢社会白書に

よると、６５歳以上の高齢者が１９８０年には約８０万人だったのが、これから５年後

の２０１５年には約５９３万人、これは３５年間で６．７倍になるというふうな発表が

されております。現在入居されている方々の年齢層が、やっぱり今後住み続けていくと

なると、当然その方々、年を召していかれると思うので、やはりこういう方のためにも

バリアフリー化というのはすごく必要なんではないかというふうに思います。確かにす

ごくお金掛かります。すごくお金掛かるんですけれども、そういう方々を例えば高層階

に住んでいらっしゃった方を低層階に移して差し上げるとか、そういうふうな工夫です

か、お金の掛からないそういう今後絶対増えるであろう高齢者のために、そういうふう
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な市営住宅の運用の仕方などはできないものでしょうか。

○議長（金谷道男） 再質問に対する答弁を求めます。古屋建設部長。

○建設部長（古屋利彦） 挽野利恵議員の再質問にお答え申し上げます。

大仙市営住宅条例におきましては、現在住んでいる方が加齢、病気のために日常生活

に身体の機能上の制限を受けることとなっているものがいる場合は、その住宅の１階、

もしくは２階の住宅に移し替えることができるというふうにうたってございます。その

住宅、もしくはその団地内の住宅ということでありまして、残念ながらエレベーターの

ないところからエレベーターのある別の団地には、ちょっと移ることはできませんが、

条例ではこの団地内ではできるということとなっておりますので、そういう方がおられ

ましたらご相談に応じますので、どうか相談しに来ていただきたいと思っております。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 挽野利恵さん。

○５番（挽野利恵） ありがとうございます。今、老人向け住宅というのが規定されてい

ると思うんですけれども、例えばエレベーターのない高層、３階以上の建物の１階を例

えば老人向け住宅に限定するとか、そういうふうな取り組みといいますか、そういうふ

うな運用の仕方というのは今後考えられないでしょうか。

○議長（金谷道男） 再々質問に対する答弁を求めます。古屋建設部長。

○建設部長（古屋利彦） 挽野利恵議員の再々質問にお答え申し上げます。

現在、市営住宅の申し込みの段階で住宅に困窮している低所得者の方が該当となって

おります。ので、今、２階建て、３階建ての住宅であっても、その条件が合えば、どの

住宅でも空きがあれば老人の方入られますけれども、特に１階の部分だけを指定とする

ことにつきましては、この後、市の運用の中で検討していきたいと思います。よろしく

お願いします。

○議長（金谷道男） これにて５番挽野利恵さんの質問を終わります。

【５番 挽野利恵議員 降壇】

○議長（金谷道男） 次に、１１番佐藤文子さん。

（「はい、１１番」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） １１番。

【１１番 佐藤文子議員 登壇】
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○議長（金谷道男） １番の項目について質問を許します。

○１１番（佐藤文子） 日本共産党の佐藤文子です。今回の質問は、地区公民館の地元団

体への委託化ということについて、この１件に絞って質問させていただきます。

組織機構の見直しで教育委員会２部制から１部制に改めることに伴い、大曲地域の公

民館について、花館公民館を除き、地区コミュニティ会議という地区団体に運営管理を

委託する方針が示されました。

公民館の委託化は、目的や事業、内容、管理運営の基準に照らして多くの問題があり、

委託化はすべきでないという立場から質問させていただきます。

公民館は、市町村、その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術

及び文化に関する各種事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化

を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与するという目的から、市町村が設置す

る施設で、図書館や博物館と並び、社会教育法に規定された施設であります。

公民館では、その目的達成のために、おおむね次の六つの事業を行うこととなってお

ります。一つは、定期講座の開催、二つ目は、討論会、講習会、講演会、実習会、展示

会等の開催、三つ目には、図書、記録、資料等を備え、その利用を図ること、四つ目に

は、体育、レクリエーション等に関する集会の開催、五つ目には、各種団体、機関等の

連絡、六つ目には、施設を住民の集会、公共利用に供することの６事業であります。

これらの事業の運営に当たっては、公民館の設置及び運営に関する基準が掲げられて

いるように、地域の学習拠点としての機能の発揮、地域の家庭教育支援拠点としての機

能の発揮、奉仕活動、体験活動の推進、学校・家庭・地域社会との連携、地域住民の意

向を反映するなど、地域の実情を踏まえた運営に即して地域の特色を生かした活動、関

係機関や団体との連携・連絡による協力・協働の活動と多くの住民の参加促進に努める

ことは言うまでもありません。

また、公民館は、少子高齢化による地域コミュニティの希薄化や行政改革が進む中、

協働のまちづくり、また、地域活性化の掛け声のもとで各地に設置された地区コミュニ

ティ会議の活動拠点ともなっております。

地区の行政団体や自治会、各種協議会、行政団体などで構成されたコミュニティ会議

が主体となって企画するイベントは、多くの地区民の集いと結びの場となり、喜びをも

たらしております。

さらに公民館は、高齢世帯の増加、頻発する災害、空き家問題など様々な行政課題に
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対応する関係団体の活動の拠点として、安全・安心なまちづくりの一翼も担っておりま

す。

このように公民館は、「集う・学ぶ・結ぶ」という一連の機能を有しており、住民の

学習権の保障と学習支援、住民自治の向上、安心・安全でにぎわいのある地域づくりの

ための機関として役割は大きくなっております。

こうしたことから、今、公民館の職員の業務は、多様化・複雑化してきている中、住

民の学びや地域づくりに住民と共に取り組む職員として、住民の満足度を高めるために

努力を注いでいるのであります。

公民館の設置と運営基準には、職員についても規定されております。１項では、公民

館の設置者、つまり市は館長を置き、規模や活動状況に応じて主事やその他必要な職員

を置くように努め、館長や主事には社会教育に関する識見と経験を有し、かつ公民館の

事業に関する専門的な知識及び技術を有する者をもって充てるように努めること。２項

では、公民館の設置者は、館長、主事、その他職員の資質と能力の向上を図るため、研

修の機会の充実に努めるとなっております。

様々、釈迦に説法のような話をしましたけれども、このように公民館には社会教育に
し ゃ か

見識ある館長と職員を配置し、その資質や能力を高め、多様化する公民館の機能が十分

に発揮できるよう、事業を展開する一連の公民館の管理運営の責任は、公民館の設置者

である市にあります。この原則を大きく変える大曲地域の公民館の委託化には、様々な

問題があり、心配が尽きないのでありますが、それを述べて見解を伺います。

一つは、公民館事業の不均衡問題と基幹公民館についてです。

大曲地区公民館の管理運営の受託先を地区コミュニティ会議とし、学びの支援につい

ては基幹公民館である花館公民館に社会教育主事、あるいは公民館主事を増員して受託

公民館への予算執行と必要な指導、助言を行い、地域に必要な講座や研修会等の企画運

営を主導し、受託公民館はその補助に当たるとしております。そうすることで地区間の

講座や研修等の機会の不均衡を解消でき、地域づくりやまちづくりでも委託公民館同士

が共通認識を持った上で一体的に取り組めるとしております。

そこで伺います。公民館事業の本丸であります学びの機会に不均衡が生じているよう

でありますけれども、まずその要因についてどのように考えているのか。また、その是

正や公民館の水準の維持向上の上で、公民館運営審議会などが役割を持つと思いますけ

れども、題材に挙がることは今までにあったのかどうか伺います。
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二つ目には、公民館ではそれぞれの地区の伝統、文化、自然を生かし、地域づくりと

融合した学びの事業を行っております。例えば、四ツ屋公民館では三世代交流事業や水

辺の学校祭などいろいろあります。実施に当たっては、学校やＰＴＡ、各関係団体との

機敏で柔軟な連携が図られております。こうした地元に密着した公民館ならではの独自

の学びの事業の企画運営についても、基幹公民館は主導で地区公民館は補助というふう

に考えておられるのかどうか伺います。

二つ目の受託先地区コミュニティ会議の権限と責任について伺います。

受託公民館には、市の職員は配置せず、非常勤の館長等職員３名を配置し、委託料と

して職員の賃金と管理運営と地域づくり事業の人材育成や地域ネットワーク形成等に必

要な経費を出すとのことであります。

受託先となる地区コミュニティ会議は、主に行政団体であります諸団体及び個人で構

成する任意団体であります。構成員は、それぞれ仕事を持ち、また、構成員の変更もあ

る組織であり、経理団体ではありません。

そこで伺います。館長等職員の雇用主は、一体誰になるのか。任命権者は誰なのか。

また、地区コミュニティ会議は、雇用の契約、あるいは経理の取り扱いができる団体な

のかどうか、このことについてお知らせいただきたいと思います。

二つ目には、公民館を拠点として行われる様々な事業で不測の事態が発生した場合の

責任は、受託公民館である地区コミュニティ会議にあるものなのかどうか、このことに

ついて伺います。

次に、三つ目の大曲地区公民館の地元団体への委託化は中止を求める立場で述べます。

公民館の設置者と公民館に、その運営は公民館の設置及び運営の基準に則るよう求め

ているのは、公民館の健全な発達を図ることを目的に、公民館の水準の維持及び向上に

努めることを趣旨としたものであります。大曲地区公民館の委託化自体が、この基準に

反しているのではないでしょうか。

また、地域に密着した地区公民館で展開されてきた様々な学びの事業の主体は基幹公

民館で、地区公民館は補助と位置付けているあたりは、地区の独自性が失われる心配が

あると思います。さらに社会教育に携わるはずの公民館の職員は、地区公民館にあって

は非常勤体制で身分が不安定とあっては、士気が上がるとは思えず、公民館の水準が維

持されるのかどうかも心配なところであります。

以上、公民館の委託化は市が守るべき基準に反していること、基幹公民館が主導する
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公民館事業で地区公民館の独自性等が損なわれる心配があること、また、身分不安定な

職員体制による受託公民館の水準はどうなるのか、こうした問題から私は委託化は中止

すべきだというふうに思います。

以上述べましたので、明確なご答弁をお願いします。

以上です。

○議長（金谷道男） １番の項目に対する答弁を求めます。吉川教育長。

○教育長（吉川正一） 佐藤文子議員の大曲地域の地区公民館の地元団体への委託化に関

する質問につきましては、生涯学習部長に答弁させますので、よろしくお願いします。

○議長（金谷道男） 藤嶋生涯学習部長。

○生涯学習部長（藤嶋勝広） 佐藤文子議員の質問にお答え申し上げます。

質問の、大曲地域の地区公民館の地元団体への委託化についてでありますが、はじめ

に公民館事業の「学び」の機会の不均衡につきましては、大曲地域の各地区公民館では、

地域独自の自主事業を実施するとともに、市民と行政の協働による様々な時代のニーズ

に対応した取り組みを進めているところであります。

その中で「学び」の機会については、現在、大きな不均衡は生じておりませんが、こ

のたびの委託を進めるに当たって公民館の主たる役割である「学びの支援」を継続する

ため、基幹公民館に社会教育主事を新たに置き、地区間の講座等の機会の均等を図って

まいります。あわせて、地域づくり・まちづくりに関しても、各地区公民館が共通認識

を持って取り組む体制が構築されるものというふうに考えております。

また、ご質問の公民館運営審議会で題材に挙がったことの有無につきましては、これ

まで挙がったことはございませんが、今後、地区公民館の講座等の事業評価の審議を

行っていただきながら、学びの機会均等についても協議をしてまいります。

次に、地区公民館独自事業についても基幹公民館が主導で行うのかについては、先程

も申し上げたとおり、地域独自の自主事業については、これまでと同様に地域住民と一

体となって実施をしていただき、必要に応じて基幹公民館も協力していくこととしてお

ります。

次に、館長等の職員の雇用につきましては、当初は地域の受託団体での雇用を考えて

おりましたが、館長については、公民館の使用制限等の権限や、市と連携した公民館事

業の企画・立案及び市との連絡調整等を担う役割があることから、地域の団体には委託

せずに市の会計年度任用職員として市教育委員会で任命する予定であります。
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なお、施設の維持管理に伴う事務や講座、イベント等の実施については、各受託団体

で行うこととしておりますが、その事務手続き等については、基幹公民館の専属職員及

び生涯学習課がバックアップをしてまいります。

次に、不測の事態が発生した場合の責任については、公民館設置者である市に最終責

任がありますが、実務に関しては館長が市で任命する職員であるため、基幹公民館館長

とともに不測の事態に対応することとなります。

次に、地区公民館の地元団体への委託についてでありますが、持続可能な地域づくり

のためには、時代の変化に対応した「学び」を推進していく上で地域の自治会や機関等

との連携、効果的なネットワークの構築を図るための役割を担う、地域住民が主体と

なった新しいタイプの公民館への移行が必要になってきているというふうに考えており

ます。

具体的には、これまで地域活性化に貢献している地区コミュニティ会議などに、地元

の意見を踏まえた管理運営業務を委託し、行政と一緒になって公民館活動の充実を図っ

てまいりたいというふうに思います。

したがって、委託に当たっては、施設の管理運営及び新しい地域づくり・まちづくり

を進めるための講座やイベント等の業務について、内容を精査しながら受託可能な地域

から順次進めたいというふうに考えております。

なお、今年度より中仙公民館の６分館及び西仙北地域の４地区公民館において管理運

営組合を設立し業務を委託しており、それぞれの公民館管理や自主事業を行っておりま

すが、今のところ順調に進められております。今後も、まちづくりの担い手である市民

が主体的に学習を行い、地域に密着した活動を展開するとともに、社会教育の専門性を

持った主事の育成を図りながら、市民一人一人が健康で生き生きとした生活ができるよ

う、より行政と地域が連携した事業の推進に努めてまいります。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 佐藤文子さん。

○１１番（佐藤文子） 一番の問題は、誰が受託公民館、最初は管理運営という表現で

やっておりました。しかし、運営については、法律というか条例上の規定などから、職

員については会計年度任用職員というふうなことで、市で設置すると、市が雇用すると、
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配置するというふうなことに変わったこと、この点については、よく吟味されたなとは

思います。当然のことなんです。できないんです、これ、地元の団体に人まで雇用させ

る。つまりは、賃金や、あるいは社会保険料などを扱える団体ではないというふうなこ

とから、これは市が館長を配置するというふうなことで。ただし、基幹公民館が行う事

業、これは予算もついて企画・運営、そして報告というふうな格好にするわけですから、

その学びの事業と、基幹公民館が行う学びの事業は、具体的にそれでは何々なのかと。

いろいろこの公民館がやる事業というなのは、設置、いろいろあるわけですけれども、

具体的にじゃあ基幹公民館が学びの事業で行う具体的な事業というふうなものは何なの

か、その点をまずお知らせいただきたいと思います。

それから、そのほかにもコミュニティ会議に委託した、これまで学びの事業とも融合

させた、まちづくり事業とも融合させた各種の事業、これは独自にそれぞれの公民館で

やってくださいというふうなことですが、実はあちこちでやっているこの公民館事業は、

本当に学びの事業と、そしてまちづくりの事業、これがもう合体、融合した形で進んで

るんですね。だから、この分はまちづくりの事業ですよ、この分は社会教育の部分です

よと、明確に切り分けてやっているわけじゃないというか、そういうふうな質なもん

なんです。様々な活動を通して人々が学びの機会に触れ、そして人づくりにつながって、

さらには地域づくりにつながる。この一連の活動に公民館が果たしている役割が大変大

きいわけです。

それで聞きたいのは、では、これまでと同様に地域でやってるその学びにもつながる、

また、この地域づくりにもつながる、そうした融合的なこの事業、これに対する予算と

いうふうなものは、どういうふうな形でちゃんとつけられるのかどうか、その点を聞き

たいと思います。

まずその点お願いします。

○議長（金谷道男） 再質問に対する答弁を求めます。藤嶋生涯学習部長。

○生涯学習部長（藤嶋勝広） 佐藤文子議員の再質問にお答え申し上げます。

はじめに、一つ目の基幹公民館が行う学びの事業とはどういうものを想定しているか

というご質問でありますが、議員もおっしゃられましたように、各地区公民館では、そ

れぞれ独自の事業を活発に展開していただいておりますし、それが地域づくり、人づく

り、そういったものにもつながっていることは認識してございます。

そういった中で、特に講座、研修会といった部分については、各公民館が均等に行っ
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ているかといえば、やはりその公民館においてやれていない部分、そういったものもあ

ろうかと思います。そういった公民館で不足しているなというようなところについて基

幹公民館が積極的に主導して補っていくというようなことで想定をしているところであ

ります。

あわせて、学びの場の均等というのは今お話しましたが、地域人材、後継者の育成、

それから職員の資質向上、こういったことについては、現在あまり講座等では、ほかの

事業との組み合わせでやられているところもあるとは思いますが、そういったところは

各地区公民館、同じ均等の機会をもっていただきたいということでのお話をさせていた

だいたところでございますので、ご理解をいただきたいというふうに思います。

それから、２点目の学びの場、それから地域づくりにつながる予算につきましては、

それぞれの委託公民館の方に人件費、それからそういった事業に関しての予算を計上、

委託料に盛っていきたいというふうに考えておりますが、これからそれぞれの地域コ

ミュニティ会議など受託団体との協議を行う中で、そういったところを精査してまいり

たいというふうに思っております。

以上です。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 佐藤文子さん。

○１１番（佐藤文子） 最初の答弁では、大きな不均衡はないというふうな答弁でしたけ

れとも、実際にやっている講座、研修等は、不均衡が実際にあるんだというふうなこと

で、統一した研修がしっかりなされるようにと、これはそもそも基幹公民館でやるんだ

というふうなことを掲げる前にですね、それぞれの公民館でこういう事業がしっかりや

られているのかどうかというふうなものを公民館長会議、あるいは公民館審議会、こう

いうふうな中でしっかり図られながら、やっぱり均等ある公民館活動が行われるように、

もっともっと前から本当はちゃんとやっていかなきゃいけないというふうに私は思って

います。

それから、まちづくり事業だとか、その他の独自の地区公民館にやっていただきたい

その事業で、このまちづくり事業というふうなのは、まちづくり課の方でコミュニティ

会議への助成というふうなもの、これを出してまちづくりのためにたくさんの事業も

やっております。そして、後継者の育成と、こういうコミュニティ会議のような団体の
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機動力ある、実効ある活動をしっかりする後継者育成というふうなもの、これこそが公

民館の仕事だと思うんですね。コミュニティづくりをする、そういうそのコミュニティ

の資質を上げていく、そして団体やコミュニティ会議、あるいは学校、そういったとこ

ろとの連携を常に図りながら団体の役割を引き出して、そして公民館の活動を進めてい

く、これこそがね、公民館の仕事だと思うんですよ。今までどおり頑張っている地域で

は、コミュニティ会議の機能が非常に生かされている。ＰＴＡ、あるいは団体との連携

も、とてもよくとられている。こうした中で事業が活発に、そして住民の参加もたく

さんあって、少し元気が出ている、そうした公民館が実際あるわけですが、これをね、

大きく改編させて、その運営にも関わるこの団体というふうなことにしていく、これは

ちょっと間違っているんじゃないかなというふうに私は思います。

それから、指定管理のような管理運営というのも、公民館を管理する、公の施設を管

理する指定管理者制度、これでは施設管理、利用料金なども含めた施設管理が行われる

わけですけれども、これと抱き合わせにして運営までも団体に行わせる、中仙ではそう

いう組合が作られて、一つの経理団体として設置されたわけですけれども、現在の大曲

地域のこのいわゆる管理運営、これを委託できる素養というふうなものが実際にあるの

かどうか、この辺についてもう一度明確に答弁をいただきたいと思います。

最後に、私はやっぱり今までも述べてきましたけれども、公民館が活発かどうかとい

うなのは、住民の関心を高め、参加を促し、関係団体との連携の強化と団体の役割を最

大に引き出して相互の関係性を高めていくことにかかっているわけです。その鍵を握っ

ているのは館長と職員の責任感、そして資質と能力でありますが、日々自らの学びも求

められるところでもあります。そうした意味からね、館長、職員を身分体制をしっかり

保障していくのが市の責任だと思いますし、こうしたことから管理運営の委託はね、中

止すべきでないかというふうなことを申し上げて、先の質問についてちょっとご答弁を

いただきながら質問を終わらせていただきます。

○議長（金谷道男） 再々質問に対する答弁を求めます。吉川教育長。

○教育長（吉川正一） 佐藤文子議員の再々質問にお答え申し上げます。

まず、基本的には地区公民館がやっている、これまでやってきたことは、きちんと担

保していくということですのでね、心配しなくてもいいんじゃないかなと思います。

やはりもう、四ツ屋地区はもちろん、いろんな地域ですね、独自のいろんな取り組み

がなされております。市民が主体となってまちづくりを進めることは大変素晴らしいこ
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とでありますし、それから、法的にも平成１５年６月にですね、公民館の設置及び運営

に関する基準でも、時代の変化に伴って任意団体を含めた関係機関との連携を図りなが

ら、住民とともに企画・立案を進めることなどが示されてきております。人口減少が進

む中ですね、社会教育の面も含めて、地域住民の力をお借りしながら、地域づくりにも

貢献できる社会教育ということを進めることが大切ではないかなと思っております。全

国見てもですね、そういった形、一部委任、それから指定管理と、いろんな形で地域の

力をお借りした運営の仕方をしているところがたくさんございますのでですね、そう

いったところも参考にしながら今進めているところでございますが、いずれ委託団体と

の体制が整い次第、進めていきたいなと思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

以上です。

○議長（金谷道男） これにて１１番佐藤文子さんの質問を終わります。

【１１番 佐藤文子議員 降壇】

○議長（金谷道男） 一般質問の途中でありますが、暫時休憩いたします。再開は１１時

２０分といたします。

午前１１時１０分 休 憩

…………………………………………………………………………………………………………

午前１１時２０分 再 開

○議長（金谷道男） 休憩前に引き続き、一般質問を続けます。

次に、９番本間輝男君。

（「はい、９番」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） ９番。

【９番 本間輝男議員 登壇】

○議長（金谷道男） はじめに、１番の項目について質問を許します。

○９番（本間輝男） 創生会の本間でございます。

まず最初に、財源確保と予算編成についてお伺いします。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、国の政治・経済・社会状況に多大なる悪影響

が生じ、長期化も予想され、不安定感が増大する事態にあります。

こうした中、国はコロナ禍の経済対策として、一次補正に特別給付金を主として２５

兆７，０００億円、二次補正に観光を含めた経済活性化に向けて各種助成を強化し、過
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去最大となる３１兆９，０００億円余りを支出し、さらには中小企業支援・マイナン

バーカード普及促進を主な目的に２０兆円を超える第三次補正予算の成立を目指す方針

といわれております。当然こうした財源には、既に９０兆円を超える国債発行で賄われ、

さらに増大するのは必須であります。そして、２０２０年度の税収の落ち込みが確実と

し、下方修正する方向と報じられております。

今、国の財政は先の見通しが全く見えない状況にあります。

大仙市においても、大仙市緊急経済対策「行動計画」に基づいて、１０９億

６，５００万円余りの補正対応し、一般会計５４３億２，０００万円規模となり、財政

調整基金繰り入れ３億円、前年度繰越金２億３，０００万円余りを充当しております。

その後、事業中止及び縮小による減額補正、基金積み立て、指定管理者等の補助金等が

計上された一般会計５４４億４，０００万円が１２月議会に上程されております。

こうした施策は、市民の健康と地域経済活性化支援に有効に活用されるべき予算計上

にあります。

さて、国の財政計画等がまだ示されない中、令和３年度予算編成に検討・着手された

市財政担当者は、過去に例をみない不透明感と困難性を感じながら、苦慮する予算編成

と思慮されますが、市民のための大仙市予算と考え質問いたします。

第１点は、令和３年４月実施の市長選を控え、骨格編成なのか、本格編成の予算とな

るのか、老松市長よりの方針が示されておるのかお伺いします。

第２点は、歳入の財源確保についてお尋ねします。

令和元年度決算を見るまでもなく、歳入の７２パーセントが依存財源である当市の体

質からして、地方交付税は重要な財源の柱であります。しかし、国の財政計画で地方活

性化のための対前年対比２．４パーセント減の１６兆２，０００億円余りの確保情報が

報道される中、膨大な国債発行に伴う国の財政悪化で暗中模索状況と感じます。

先般、当局より令和３年度当初予算編成方針で、歳入不足額１１億７，０００万円余

りが明示されました。市税５億７，０００万円、譲与税・交付金４億円、地方交付税７

億７，８００万円余りの減額を想定し、前年度４億５，０００万円の財政基金繰り入れ

を計上せず、臨時財政対策債の発行１０億３，０００万円余りを充当する歳入財源確保

は妥当としても、繰越金の３億円は、冬期除雪等で不確定な面があるにしても、コロナ

禍の長期化で各種事業実施が中止される現実からして、不要額が増加すると想像される

とともに、令和２年度事業実施の精査を求めるものであります。
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実質収支は、近年順調に推移する方向にあり、財政当局にあっては、留保財源的意味

合いよりの３億円の計上と見られますが、適切なる計上を望みます。

また、人口減少による落ち込みが予想される地方交付税、コロナ禍に伴う経済不況に

よる消費税等の的確なる情報確保は絶対に必要と考えます。今一度、今現在どのような

情報判断で査定されているのかお伺いします。

第３点は、地方債について質問します。

令和３年度一般会計歳入財源確保に臨時財政対策債の増額を見込んでおり、財政指標

には影響がなく、適切な判断と評価します。そこで、こうしたコロナ禍で地域経済の低

下が予想される状況にあっても、市の健全化財政の柱となる公債費の目標値７０パー

セント以内の地方債発行を維持し、起債残高の縮小、将来負担比率の改善の基本姿勢に

変わりはないのか問うものであります。

第４点は、厳しい財政時ほど、財政調整基金の重要性が再認識されます。令和３年度

当初予算編成方針説明で現状では財政調整基金繰り入れをしないと報告されております。

緊急経済対策行動計画で３億円の財政基金充当からして、今現在２５億５，９００万円

余りの基金残高が確認できます。令和２年度予算執行状況の精査と確認を図り、基金積

み立てを実行し、令和３年度予算に柔軟に対応する姿勢があるのかお尋ねいたします。

第５点は、様々な弊害による歳入不足に加え、歳出においても義務的経費の歳出増加

が５億３，０００万円と見込まれ、一般財源不足額は１７億円と想定される状況にあり

ます。当局にあっては、選択と集中による「歳入に見合った歳出構造への転換」を図り、

限られた財源を必要な事業に重点配分し、令和２年度歳出財源の１０パーセントを削減

目標とする指標提示がありました。

しかし、子育て支援を含む福祉制度の拡充、公共施設の老朽化の維持費の増加、各種

補助金と支援金、他会計への繰り出し等、その支出は増えることはあっても減少するこ

とはないと思慮されます。当然、投資的建設経費の削減が問題となりますが、道路維持

費を含め、市民生活に直結する重要な部分であり、一般財源ベース１０パーセント削減

は、事業の抜本的見直しが求められます。市民のための大仙市予算編成は当然としなが

らも、令和３年度予算規模をどのように捉えておるのかお伺いいたします。

○議長（金谷道男） １番の項目に対する答弁を求めます。老松市長。

○市長（老松博行） 本間輝男議員の質問に対する答弁につきましては、議員から事前に

ご要望がありましたとおり、全て担当部長に答弁させますので、よろしくお願いいたし
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ます。

○議長（金谷道男） 舛谷総務部長。

○総務部長（舛谷祐幸） 本間輝男議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の財源確保と予算編成についてでありますが、はじめに、令和３年度当初予算の

編成につきましては、「ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた施策の展開」と「歳

入に見合った効率的な財政運営」、この２点を基本方針に、本市のまちづくりの指針と

なります「大仙市総合計画後期実施計画」並びに「第２期大仙市まち・ひと・しごと総

合戦略」、これに基づく主要施策に対し、優先的に予算措置をすることとしております。

なお、来年４月に市長選挙を控えていることから、当初予算につきましては骨格予算

とする予定であります。継続費を設定している各事業のほか、市民の皆様に定着してき

ている子育て支援、それから地域全体の活性化策など、市民生活に直結する予算につい

ては当初予算に計上する予定ですが、それ以外の政策的判断が求められる新規事業につ

きましては予算計上しないこととしております。

次に、財源確保における国・県の情報についてでありますが、現時点におきましては、

総務省の概算要求における伸び率などを用いまして一般財源の大部分を占めます地方交

付税、それから各種譲与税のほか、臨時財政対策債について試算をしておりますが、こ

の後、財務省との折衝を経て示されます地方財政対策、これを踏まえまして最終的な調

整を図ってまいります。

地方におきます財源確保につきましては、今後、国全体として地方税収や地方交付税

などの一般財源の総額の中で議論されることになりますけれども、新型コロナウイルス

の影響によります国税の大幅な減収は、地方財政に大きく影響を及ぼすことから、国等

が発信します情報を注視しながら、歳入に見合った予算の編成に努めてまいります。

次に、市債発行におきます基本姿勢についてでありますけれども、第２次大仙市総合

計画基本構想におきまして、平成２８年度から令和元年度までの前期実施計画期間にお

きます全会計の市債発行額、これを元金償還総額の８０パーセント以内とする目標を掲

げ、市債発行額の抑制に努めてまいりました。その結果、前期４年間では、７１．４

パーセントの発行割合となりまして、市債残高についてもピーク時の平成１９年度に比

べまして約２０９億円、率にしまして１９パーセント縮減しております。財政健全化の

指標となります実質公債費比率、それから将来負担比率につきましても着実に改善が図

られてきております。
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また、令和２年から７年度までの後期の実施計画期間内の市債発行額につきましては、

さらなる将来負担の軽減を図るために元金償還額の７０パーセント以内とする計画とし

ておりまして、この結果、平成２８年度から令和７年度までの第２次総合計画期間全体

におきましては、市債発行総額を元金償還額の７５パーセント以内に抑制することを目

標としているところであります。

財政健全化に向けた今後の市債発行については、この目標に向けて取り組んでいくと

いうこれまでの基本方針に変わりはございません。今後も市債残高の縮減を図ることで、

その償還金となります公債費、これが減少して、子育て、農業振興、それから地域振興

など「重点施策」への、より一層の予算配分が可能となることから、償還と借り入れの

バランスを十分に考慮しまして財政規律を守った計画的な市債発行に引き続き努めてま

いります。

次に、財政調整基金についてでありますが、合併直後におきましては、この合併協議

において計画されました各事業を進めるために財政調整基金の取り崩しにより財源不足

を補った結果、平成２０年度末には一時６億円までにこの残高が減少した経緯がござい

ました。その後、災害等の不測の事態に備えるため、標準財政規模の約１０パーセント

に当たります３０億円を目標に積み増しを図ってきた結果、令和元年度末時点では約

３３億円の残高を確保することができております。

しかしながら、令和２年度におきましては、当初予算におきまして財源不足を補うた

め４億５，０００万円、さらに５月補正予算においては、新型コロナウイルス緊急経済

対策事業に３億円の繰入金を計上していることから、現時点での残高は約２５億

６，０００万円までに減少をしております。

一方、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う各事業の中止等によりまして生じま

した一般財源を子育て支援施策の実施財源とするために地域福祉振興基金に積み立てる

補正予算を今次定例会に上程しておりますけども、今後、財政調整基金につきましても、

今冬の除雪経費の動向、それから各事業の進捗状況、こうしたものを見極めまして、可

能な限り積み増しを図りまして大規模災害ですとか緊急経済対策の実施財源の方を確保

してまいりたいと考えております。

次に、令和３年度の予算規模についてでありますけども、先に答弁いたしましたとお

り、当初予算につきましては骨格予算として編成いたしますが、通年予算の編成ベース

では、この新型コロナウイルス感染症拡大の影響による市税や国勢調査の人口の反映に
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よります普通交付税の減収など、一般財源が減となることから、予算規模の方は縮小す

るものと見込んでおります。

なお、この後、本格的な予算編成に入ってまいりますけども、一般財源の減少により

厳しい財政運営が見込まれる中、事業の検証による見直しや財政計画との整合性を図り

つつ、「新たな日常」、それから「新しい働き方」の考えを予算の方に積極的に取り入

れ、市民生活の維持向上のために事業の継続性を確保するなど、この厳しい財政状況下

にありましても高い効果を得られるメリハリのある予算編成に努めてまいりたいと考え

ております。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 本間輝男君。

○９番（本間輝男） 市長に伺います。今後、国の財政再建はコロナ禍により、さらに一

段と厳しさが増す状況は確実であります。一方、地方自治体も感染拡大で地方税収が減

収し、防止対策等に多額の財源を要し、地方交付税、国・県の支出金等も先行きが不安

定な現実にあると思慮されます。

先の魁新聞の報道によると、秋田県知事を含む１１道県の知事連盟は、来年度予算の

一般財源の総額確保と自治体が発行できる「減収補塡債」の対象の拡大を要望しており

ます。さらに、本年度末３月で期限切れを迎える過疎法の継続がいまだ決定されず、み

なし過疎地指定を受ける大仙市にとって、有効な財政支援が危惧される状況にあります。

全国市長会等の今後の動向が注目されます。

さて、当市において平成２８年より普通建設事業で総額１億円以上の建築建設物件は、

令和２年度完成の大綱交流館整備等を含め９件が確認できます。市財政課がいう「計画

されている事業が本当に必要かどうか精査していく」姿勢は当然であり、真に市民のた

めの予算規模に努め、適正に執行することが求められます。市長選を控えながらも、大

型建設事業の大幅なる見直し、検討が必要な時期にあると捉えますが、今後の市政運営

の公共物等の再検討の意にあるのか、市長の見解を求めます。

○議長（金谷道男） 再質問に対する答弁を求めます。老松市長。

○市長（老松博行） 本間輝男議員の再質間にお答え申し上げます。

年々厳しい財政運営を強いられている中、市民の暮らしにとって不可欠な事業、それ
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から地域全体の活性化に資する事業を着実に進めるため、これまでも各事業の必要性の

精査など事務事業の総点検を実施し、歳入に見合った歳出構造の転換を図ってきたとこ

ろであります。

令和３年度は、ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた「新たな日常」に適応した

市民生活への対策を最優先としつつ、感染症対策や地域経済の活性化策など新たな行政

需要にも的確に対応する必要があるほか、多目的グラウンド整備事業、企業団地整備事

業など大規模な建設事業を予定している一方、市税や普通交付税などの減収による財源

不足も懸念されているところであります。

こうしたことから、今後も将来にわたって持続可能なまちづくりを進めるため、市民

ニーズや社会情勢の変化を捉え、全事業についてＰＤＣＡサイクルによる検証に加え、

事業の有効性、公平性、効率性、代替の可能性など、あらゆる視点の検証を行い、また、

実施計画登載事業の精査を図りながら事業の見直しを図り、適正な財政運営に努めてま

いりたいというふうに考えております。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。

（「ありません」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 次に、２番の項目について質問を許します。

○９番（本間輝男） 次に、人口減少問題と健康と少子化対策について伺います。

大仙市合併後の平成２３年に８万９，２９０人の人口が、令和２年１０月末の時点に

おいて７万９，３７５人と、約１万人減少しておる事実にあります。この１０年間で１

千人以上の減少地域は、大曲、西仙、中仙、協和、太田地域であり、減少率が高い地域

は協和地域の１８．８パーセントをトップに西仙北、南外、中仙、太田と続く結果と

なっております。

また、子どもの出生率の経緯を調べてみると、平成２３年には全市で４９１人であり、

平成２７年まではおおむね５００人台を維持しつつも、平成２８年よりは４５０人台に

低下している事実にあります。

少子高齢化の進展は、その解決策に的確なる解決策を見いだせない現実にあります。

高齢でも健康で長生きしておられ、地域社会活動に精励しておられる老人層の皆様は喜

ばしい事実であり、健康寿命の推進は市の命題でもあります。

しかし、小・中学校の入学式での児童・生徒の減少を目の当たりにし、市政に関わる

一人として、その思いは複雑な心境にあります。それを踏まえ質問いたします。
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第１点は、少子化の根本には若い世代層の方々が将来への経済的不安感と同時に、地

元雇用と地域企業の育成が確保されていない実状にあるといわれ、女性の社会参加が増

大しつつも非正規雇用の増大等、社会要因も加味されていると考慮いたします。

市では今、企業誘致の大型企業団地造成に着手し、さらに花火に代表される地場産業

の拡大、伝統文化、歴史ある史跡等を生かした観光振興、魅力ある農業の確立など様々

な施策を打ち出し、地域経済の底上げを図る努力をしております。地域の豊かさが感じ

られる社会こそ人口問題の一歩と捉え、驚く予測数値を出した民間調査会社の人口動態

とは別に、人口減少抑制施策を加味した市独自の将来努力目標値を示すのも行政の大事

な使命と考えます。人口減少の抑制努力目標値と希望出生率の設定を提案するとともに、

検討の意があるのか伺います。

第２点は、昨年度の国内出生数は過去最少の８６万５千人となり、その対策として国

は今年５月、５年間の第四次少子化社会対策大綱を決定し、希望出生率「１．８人」を

目標としております。さらに不妊治療への保険適用拡大を令和４年にも実現の見込みと

なり、令和３年には所得制限を撤廃し、助成回数の制限緩和や助成額の引き上げ等の方

向へ検討に入ったと報道されております。

大仙市では、令和元年度４５１人の出生数でありますが、子どもを希望しながらも不

妊治療を続ける夫婦は、平成２７年よりの統計によると増え続け、令和元年度助成実績

では１３１件が示され、県内では由利本荘市と並び７６９万３千円の助成実績となり、

申請実組数では秋田市に次ぐ１１７組となり、県内で最も高い数値となっております。

さらに大仙市では、多くの自治体で対象外となっている公的医療保険適用分、さらに全

国に先駆けて取り組む不妊診療、育成診療も助成対象としており、充実した不妊治療体

制が整備されており、当局の姿勢に敬意を表します。そうした医療体制の拡充により、

大仙市では平成２７年以降、毎年２０人前後の出生報告が確認され、こうした一連の医

療施策は、大仙市の子育て支援の拡充とともに絶対必要不可欠であり、さらなる制度の

拡充と進展を望み、確実な実績向上対策を検討されておるのかお尋ねいたします。

第３点は、近年結婚の晩婚化と親と同居しない若い世代が増加しており、大仙市にお

いても、人口減少ながら世帯数の増加現象が表れていると考えます。

そこで、県内７市町村でスタートし、新規に結婚された世帯を対象に住宅の取得、賃

貸、引っ越し等の費用を６０万円を上限として助成する「大仙市結婚新生活支援事業」

は、来年度よりは所得制限の拡大、年齢制限をなくし、国支援分が３分の２に引き上げ
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られるなど、受け入れやすい制度と考えます。しかしながら、今ひとつ制度の周知度が

低く、理解度不足を感じております。この支援事業は若い方々の定住促進に直接的に作

用する重要な部分であり、支援要件、助成金の上限の広報活動の充実徹底を図り、利用

促進を促すべきと考えますが、市当局にお伺いいたします。

併せて、好評で申し込み家庭が増大している世帯改修工事、補助上限３０万円の継続

などは移住・定住促進においても効果があると考えますが、今後の住宅支援施策の強化

に関し具体的取り組みをお尋ねいたします。

第４点は、国民医療費の増加の深刻化が叫ばれ、大仙市においても１人当たり３７万

４千円余りと増加し、財政負担が重くのしかかり、今、予防医療や運動等の健康づくり

の視点を変えた健康福祉活動が注目されております。

先般、タニタより、運動量計８万２千個を無償提供を受け、歩数、カロリーなどの

データ化される新健康事業がスタートし、全国的にも注目されており、その推進に大い

に期待するものであります。しかしながら、活動間もない状況からして、数千個程度の

提供数にあるといわれ、周知度、利便度の徹底、医療機関とのデータ共有の有効性の情

報が今ひとつ不足している感がいたします。官民一体として取り組む健康事業の今後の

事業計画、活動内容等の結果が求められます。

市は、早速、推進室を設置し、具体的事業に着手しておりますが、各種団体、サーク

ル、地域と連携した組織づくりはもちろんですが、学識経験者、有識者等の助言、提言

を求め組織化し、推進すべきプロジェクトと考えます。具体的事例をどのように推進し

て、市民共同の事業としていく予定にあるのか、あえてお尋ねいたします。

○議長（金谷道男） ２番の項目に対する答弁を求めます。はじめに、福原企画部長。

○企画部長（福原勝人） 質問の、人口減少問題と健康・少子化対策についてお答え申し

上げます。

はじめに、人口減少の抑制努力を反映した目標値と希望出生率の設定についてであり

ます。

議員ご指摘のとおり、人口減少・少子高齢化につきましては、現在の日本が抱える重

大かつ構造的な問題であり、本市におきましても多くの地方都市と同様、最重要課題と

して位置付け、平成２８年３月に策定した「大仙市人口ビジョン」と「大仙市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」のもと、「人口減少の抑制」そして「地方創生」に向け、

様々な側面から多様なアプローチを積極的に進めてきたところであります。
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こうした取り組みにより、いまだ人口減少に歯止めをかけるまでに至ってはいないも

のの、転出者の減少等に伴い社会減が縮小傾向を示しているほか、５年ごとに国から公

表される合計特殊出生率が５年前の１．３９から１．４２に上昇するなど、人口減少の

抑制に向けた明るい兆しも見られるようになってきております。

国立社会保障・人口問題研究所、いわゆる社人研が平成３０年に公表した将来人口推

計によりますと、本市の人口は、令和３２年に平成２７年の約半分である４万２千人余

りとなり、令和４７年には約３５パーセントの２万９千人程になるものと見込まれてお

ります。

また、高齢化率については、令和４７年に５０．４パーセントにまで上昇する一方、

年少人口及び生産年齢人口は、平成２７年の約３割にまで減少し、市民の２人に１人が

６５歳以上となるものと見込まれております。

このような少子化、高齢化を伴う人口減少の進行は、域内需要と産業活動を縮小させ、

さらには雇用の減少や経済規模の縮小が人口減少を加速させるという「負のスパイラ

ル」を招くことが危惧されており、加えて、買い物など日常生活への支障や空き家のさ

らなる発生、共助関係や地域コミュニティの維持が困難になるなど様々な影響が懸念さ

れております。これを受け、本年３月の「大仙市人口ビジョン」の改訂及び「第２期大

仙市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に当たっては、将来の人口を展望する人

口ビジョンと、それを実現するための施策を示す総合戦略を「車の両輪」と位置付け、

人口減少のステージや人口構造、自然増減、社会増減などの要素ごとに段階的な目標を

設定するとともに、施策効果を織り込んだ戦略的な目標人口を設定しております。

具体的には、令和４７年における目標人口、社人研の推計人口より約１万２千人多い

４万２千人と設定しており、長期的な視点のもと、議員ご指摘の『地域の豊かさが感じ

られる社会」の構築に通ずる農業振興や企業振興、企業誘致、移住・定住、結婚・子育

て支援など六つの重点施策と、１４の施策パッケージに基づく取り組みの着実な実行に

より達成することとしております。

また、合計特殊出生率につきましては、今回の人口ビジョンの改訂と第２期総合戦略

の策定にあわせて設定しておりまして、若年層の定着を進めながら、令和３２年に国民

の希望出生率とされる１．８３を達成し、その後、目標年度である令和４７年に人口置

換水準である２．０７を達成することを目標にしたところであります。

縷々申し上げましたが、現在の人口減少社会は、我々日本人がその時々の価値観に
る る
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よって判断し、選択し、積み重ねてきた結果であります。そうなのであれば、今後の

我々の判断と行動により、未来もまた選択できるのではないかと考えております。人口

減少に特効薬はなく、一朝一夕に解決できない難題でありまして、行政だけでなし得る

ものではありませんが、引き続き「ふるさとに責任と誇りを持ち、未来につなげるだい

せん創生」に取り組み、人口減少問題の克服につなげてまいりたいと考えております。

私からは以上であります。

○議長（金谷道男） 次に、加藤健康福祉部長。

○健康福祉部長（加藤 実） 次に、不妊治療の拡充につきましては、現在、国や県が助

成している特定不妊治療に加えて、市独自で人工授精や不育症など全ての不妊治療にも

助成しております。

不妊症や不育症は原因不明なことが多く、治療法も確立されにくいため、いまだに試

験段階の治療が多いとのことから、市では、こうした試験的な治療に要した費用も助成

対象とし、一人でも多くの市民が不妊・不育の治療を受けやすい体制を、全県に先駆け

て整備してまいりました。

現行制度は、市内の専門医にご助言をいただき、医学的に高い治療効果が見込まれる

年齢や治療回数を踏まえた上で、真に必要とされる助成額や助成回数などを設定し、患

者の経済的負担が軽減されるよう設計しております。このため、一部の高額な治療費を

設定している医療機関を除いては、ほぼ患者負担を軽減できておりますが、医療技術は

日々進歩しておりますので、今後も国の支援策の動向を注視するとともに、不妊治療を

受ける市民の経済的な負担を踏まえながら、ニーズに即した対応に努めてまいります。

結婚新生活支援事業につきましては、婚姻に伴う経済的負担を軽減するため、新規に

結婚した夫婦双方が３４歳以下で、その合計所得が３４０万円未満の世帯を対象に、新

居の取得費用、賃借費用、引っ越し費用の支援として３０万円を上限として助成するも

ので、内閣府の地域少子化対策重点推進交付金を活用して、県内では７市町村において

実施しているものであります。

事業の周知につきましては、４月号の広報をはじめ市のホームページに掲載するとと

もに、婚姻届を提出していただいた際に窓口において直接リーフレットをお渡ししてお

ります。さらには、市内の主な不動産会社にもリーフレットの配置をお願いしていると

ころであります。

このように、市といたしましては十分な広報を行っているものと認識しておりますが、
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なお有効な広報の機会がないか検討するとともに、その内容が、対象となる方々にとっ

て、より分かりやすいものになるよう、さらなる利用促進に努めてまいりますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

次に、子育て世帯改修工事の継続など住環境支援施策につきましては、市の重要施策

として取り組んでおりますリフォーム支援事業を今後も継続して実施してまいります。

現在のリフォーム支援事業の申請状況についてでありますが、子育て世帯改修工事に対

する制度の拡充を行ったところ、１１月末現在で全体の申請件数は３６７件あり、その

うち子育て世帯の申請件数は１０７件であります。これは前年度同時期の子育て世帯改

修工事の申請件数に比べ約２倍となっております。

また、１１月末時点での全体の申請件数を前年度と比較しますと、同程度となってお

り、今後も需要が見込まれることから、来年度以降につきましても制度を見直しながら、

市民の皆様から好評をいただけるリフォーム支援事業を展開し、今後も広く利用してい

ただきたいと考えております。

次に、タニタと連携した新たな健康増進事業につきましては、ご承知のとおり１０月

１日からタニタグループのご協力を得て、全市民参加を目指す「健幸まちづくりプロ

ジェクト」がスタートいたしました。現在、本プロジェクトへの参加申し込み者数は、

１２月４日現在で７，７０５名となっております。直近の傾向では、事業所での参加者

数が伸びており、参加検討の問い合わせも多く頂いている状況であります。

市といたしましては、これから運動機会が減少していく冬期間に、参加者数をいかに

増やしていけるかが重要であると認識しております。市内事業所に対しましても、本プ

ロジェクトを通じた健康経営を推奨し、直接訪問によるＰＲも実施してまいりたいと考

えております。

１１月２４日には、日本郵便株式会社と包括連携協定を締結しており、市内２９カ所

全ての郵便局に「健幸スポット」を設置することとしております。測定機会の拡大は、

利便性向上になりますので、参加者の増加につながるものと期待しているところであり

ます。

また、市民の健康に関する情報と医療機関との連携を推進するためには、まずは、市

全体の医療費分析が重要であります。現在、市が単独で把握できるのは、国民健康保険

及び後期高齢者医療保険の被保険者分のみで、市民全体の約３割であることから、全国

健康保険協会秋田支部と１２月２２日に市民の健康づくりの推進に向けた包括的連携に
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関する協定を締結することとしております。この協定により、中小企業等で働く従業員

やそのご家族が加入する医療保険者から医療費データ等を提供していただけるようにな

り、市民全体の約７割ほどの医療費や検診に関するデータを、年代別、疾患別など詳細

に把握することが可能となります。こうした有益なデータを長年にわたり積み重ね、

しっかりと分析することにより、将来的には医師会と連携した健康指導も視野に、健康

寿命の延伸はもちろん、医療費の抑制につなげてまいりたいと考えております。

次に、学識経験者や有識者等の助言を取り入れることにつきましては、現在、県内の

大学と具体的な連携について話し合いを進めているところであります。

今後、健康情報の分析にご協力いただき、認知症などの予防医療の部分においても、

相互に連携しながら本事業の深化に努めてまいります。

現在、様々なアイデアを検討しているところでありますが、健幸ポイントとリンクさ

せた新企画など、市民の皆様が自ら参加したいと思えるような共同事業を積極的に推進

してまいります。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。

（「ありません」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 一般質問の途中でありますが、この際、昼食のため暫時休憩いたし

ます。再開は午後１時といたします。

午後 ０時０１分 休 憩

…………………………………………………………………………………………………………

午後 １時００分 再 開

○議長（金谷道男） 休憩前に引き続き、一般質問を続けます。

次に、３番の項目について質問を許します。

○９番（本間輝男） 次に、第三セクターと出資法人等の課題と将来の方向性についてお

伺いします。

大仙市には、行政効率化と市民の健康増進、福祉、観光振興等を目的として、７１カ

所の施設、公園等が指定管理され、２億６，５００万円余りの管理料で運営されており

ます。

また、市が出資する第三セクターでの出資割合２５パーセント以上の法人は６社であ

り、株式会社かみおか振興公社と物産中仙株式会社が８５．７パーセント、株式会社協
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和振興開発公社７６パーセントの３社は、高い出資率であります。

こうした第三セクターには、旧町村より引き継がれ運営されてきた経緯があり、太田

生活リゾート株式会社は、本年より温泉は市直営、スキー場などのほかの施設は指定管

理される現状にあります。

さて、本年６月定例会において、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経済支援対

策として８社に前年度繰越財源より損失補塡金補正７６５万３千円、９月定例議会では、

指定管理施設等支援補助金として８社に地方創生臨時交付金より３，５２５万円が計上

され議決されております。これはコロナ禍で温泉入浴、宿泊者等の減少、宴会の中止、

道の駅、健康娯楽施設等の入場者の減少が原因とされ、市民の雇用確保の側面から、地

方創生臨時交付金を有効活用すべきと考えます。

しかし、今ここにきて、病院の受け入れが切迫し、国のＧｏＴｏトラベルに代表され

る経済活性化対策と感染防止策が相反する難しい局面にあります。

そこで質問いたします。第１点は、入場者、宿泊者等の減少が予想される温泉施設、

道の駅等の関連施設、物産販売会社よりの再度の助成対応にどのように対応し、その財

源をどこに求める所存であるのか、市当局にお尋ねいたします。

第２点は、指定管理施設においてもコロナ禍の影響を受け、経営持続困難と判断した

柵の湯や管理料の値上げを要望する会社が出ても不思議ではない状況にあると考えます。

それだけ、温泉施設等は切迫した状況にあり、経営持続に危機感を抱きながら、雇用を

含めその対応に苦慮する場面にあると感じます。１２月定例議会に令和３年度よりの指

定管理の議案が提出されておりますが、経営側よりどのような要望・発言があったのか、

参考意見も含め当局側の発言を求めます。

また、契約途中での解除等基本的対策の必要性を強く感じます。当局に検討する意が

あるのかお伺いいたします。

第３点は、大仙市は温泉施設が７カ所、道の駅が３カ所、物産販売会社１社が存在し、

市民の健康増進と交流促進、特産品の生産販売等で喜ばれ、長年地域に親しまれてきた

貴重な施設であります。しかしながら、こうした施設は以前より留保財源の取り崩し、

管理料の増額、運営資金不足に伴う一般会計よりの助成等で運営されてきた過去の経緯

を考えるならば、経営の抜本的改善・改革の時期にあると思慮されます。つまり、市直

営、民間経営、経営移譲、つまり指定管理方式、施設の売却、譲渡の経営方式の選択と

同時に温泉のみの施設、宿泊・宴会を伴う施設、廃止を検討すべき施設と、線引きを明
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確にすべき時期に到来した感を強く感じております。

人口減少、財政規模縮小の将来予測から事業、施策の集約と選択は、待ったなしの状

況にあります。そのためには、当然、市民の皆様との合意形成には十分な意見調整と声

の集約は絶対に必要であり、慎重さが求められ、市民を交えた検討すべき委員会等の設

置を望むものであります。そうした施設管理状況にどのような認識を持ち、対していく

考えにあるのかお尋ねいたします。

○議長（金谷道男） ３番の項目に対する答弁を求めます。高橋経済産業部長。

○経済産業部長（高橋正人） 質問の第三セクターと出資法人の課題と方向性についてお

答え申し上げます。

はじめに、温泉・道の駅の物産販売会社等への支援と助成対応につきましては、本市

では、ご承知のとおり、嶽の湯と道の駅かみおかを運営する株式会社神岡ふるさと振興

公社、道の駅なかせんを運営する物産中仙株式会社、四季の湯、道の駅協和及び協和ス

キー場などを運営する株式会社協和振興開発公社の３法人に出資をしております。

これら３法人の令和元年度決算における経常利益については、新型コロナウイルス感

染拡大の影響などにより、宴会・宿泊事業が伸び悩み、神岡ふるさと振興公社が４７３

万円の赤字、協和振興開発公社では２５０万円の赤字となりましたが、物産中仙では、

自社製品等の販売が好調であったことにより、３７２万円の黒字となっております。

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染拡大が本格化したことに伴い、６月

には市が休業要請した４月２４日から５月１０日までの減収補塡を行い、さらに９月に

は２月から６月までを対象に、前年同期と比較した収入減少額に対する補助金を交付し

ております。

現在は、第３波ともいわれる新型コロナウイルスの感染拡大が発生しておりますが、

本市の温泉や道の駅においても利用者の回復が見込めないことから、追加の支援策とし

て、今次定例会において７月から令和３年１月までを対象に、前年同期と比較した収入

減少額に対する補助金に係る予算の補正をお願いしているところであります。

なお、財源につきましては、地方創生臨時交付金を充当することとしております。

次に、指定管理者側よりの要望・意見の確認につきましては、７月に嶽の湯、ユメリ

ア、四季の湯、南外ふるさと館及び柵の湯の５施設について、令和３年４月から３年間

の指定管理者を公募いたしました。

今回公募した９件・２９施設の全てにおいて、新型コロナウイルス感染拡大による減
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収等を考慮しない通常時の実績を基に指定管理料を算出することとし、減収に関わる支

援は別途検討することとしておりました。

指定管理者選定委員会において、応募者からの提案を伺っておりますが、この考え方

に対する疑義や要望は出されておりません。しかしながら、応募がなかった柵の湯につ

いては、現在の指定管理者である株式会社秋田スパ・アンド・ドライブインに理由を確

認したところ、指定管理料に新型コロナウイルス感染拡大への影響に伴う減収分が盛り

込まれない状況では、コロナ禍における経営の見通しが立たないため応募を見送ったと

伺っております。

このほか各施設からの修繕の要望につきましては、都度協議しながら必要な対応を実

施しております。

また、指定管理期間中の解除につきましては、全ての施設の指定管理者基本協定に、

不可抗力発生時の対応、発生した費用等の負担、一部の業務の免除及び指定管理の取り

消しに関する条項を盛り込んでおります。新型コロナウイルス感染拡大の影響は、この

不可抗力に該当いたしますので、双方の協議により指定管理を解除することが可能と

なっております。次に、収益低下に伴う温泉施設等の改善と抜本改革の必要性につきま

しては、今後見直しを進めるに当たり、存続や廃止はもとより、「指定管理、直営、譲

渡」など全ての選択肢の中で検討していく必要があり、市民の皆様の意見を伺うことも

重要であると認識しております。来年度新設する温泉施設対策室において、専門的に見

直しを行う中で必要に応じて各地域での住民説明会を開催するなどして、利用者をはじ

めとする市民の声を伺いながら、市民を交えた委員会の設置についても検討を進めてま

いります。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。本間輝男君。

○９番（本間輝男） 部長にお願いですが、今、指定管理するところで温泉施設が前の契

約よりも金額的に下がる場合もありました。増えてるとこもありました。私、増えてる

のはまず分からないわけでないけども、対前年比より下がってる、どこと言えば悪いけ

ども、西仙のユメリアなんか契約額下がってました。そうでねすか。いずれそこら辺で、

どういう具体的にそういう要望というのは、きちっとした要望というのは、どういうも

のがあったのか、生の声を聞かせてください。

○議長（金谷道男） 再質問に対する答弁を求めます。高橋経済産業部長。
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○経済産業部長（高橋正人） その指定管理の額については、高い安いという要望が、要

望といいますか、話し合いは協議されることがありますけれども、最終的にはその金額

を納得いただいた上で公募、応募をしていただいているという状況であります。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。本間輝男君。

○９番（本間輝男） 佐藤副市長に質問いたします。先程来、難しい第三セクター運営、

温泉施設運営について質問してまいりましたが、数社の代表取締役に就任され、経営の

困難さを肌で感じ取られる副市長として、温泉施設、観光・物産会社等の経営の方向性、

統廃合を含めた抜本的な改善について、どのように認識されているのか。

この問題は、秋田県内市町村においても当市同様、その対応に追われ、模索される状

況にあると考えます。そして、先般仙北市でも来年度検討の報道があり注目されるとこ

ろであります。

コロナ禍にあっても、地域経済の活性化は当然としても、施設管理等の運営の選択は、

市財政を考慮するならば、判断と決断が求められます。幸いにも、令和３年度機構改革

で経済産業部に（仮称）温泉施設対策室の設置の報告がされましたが、現状認識の重要

性を考慮するならば、年度途中の早期に立ち上げを提案いたします。

いずれにしても市民との合意形成のための努力は惜しまず、その体系をどのようにお

考えなのか、副市長にお伺いいたします。

○議長（金谷道男） 再々質問に対する答弁を求めます。佐藤副市長。

○副市長（佐藤芳彦） 本間議員の再々質問にお答え申し上げます。

議員からご質問いただいたように、第三セクターの経営、大変厳しい状況でございま

す。その中でも主に第三セクター、市内の三つの道の駅、それから温泉施設、それから

スキー場でありますけども、道の駅はまず物販、それから自社製品の開発によりまして

何とか今後も生き延びていくことができると思っておりますけども、温泉施設に関して

は源泉管理を含めますと、かなり厳しい状況だということは十分に認識しているところ

であります。

また、その中にあって、それぞれの三セクがそれぞれのお客さんを地域地域ごとに抱

えている状況でありますので、将来的には三セクについても一つにまとめるということ

も選択肢の一つの中に私はあるのではないのかなというふうに思っているところであり

ます。

温泉施設対策室、来年度、設置いたしますけども、当然これには第三セクターの改善
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ということも含まれているというふうに思っております。実際、合併当時に三セク改善

班というのがありまして、その当時には第三セクターの改善のために市議会の皆様方に

特別委員会の設置をお願いしたという経緯もございますので、そういったことも踏まえ

ましてですね、今回のこの温泉施設対策室についても、そういったことでしっかり組み

立てをしてまいりたいというふうに思っております。

それで、ご質問の年度内に前倒しで設置することでございますけども、今、ちょうど

直営の温泉施設、中里温泉については、改築の準備を進めております。それから、柵の

湯につきましては、来年４月から直営施設として運営をしていく予定であります。そう

いったことで、今、担当部署で今動いておりますので、まずは担当部署の中に温泉対策

準備室を１２月中に立ち上げたいというふうに考えております。そしてその中で市民の

皆様、それから利用者の皆様、それから市議会の皆様のご意見を伺いながら、そして先

程部長の答弁にありましたように、市民の皆様との委員会等を設置して、ご意見を伺い

ながら、より良い方向を見つけるべくしっかり組み立てをしてまいりたいというふうに

思いますので、どうかよろしくお願いを申し上げます。

○議長（金谷道男） 次に、４番の項目について質問を許します。

○９番（本間輝男） 次に、市単独助成「大豆産地化推進事業」についてお伺いします。

１５３億円の産出額を誇る大仙市の米づくりも、消費者の米離れにコロナ禍の影響が

拍車を掛け、需要の落ち込みが鮮明となり、さらに米価の下落を招く厳しい年となって

おります。

こうした状況下、農水省は手厚い補助体系の確立を図り、麦・大豆の転作を強力に推

進し、政策の転換に動いております。

当市においても、米依存の脱却と所得向上を目指し、大豆栽培を米に次ぐ重要品目と

捉え、令和２年度は１，２００ヘクタールまで拡大されております。ちなみに、昨年度

は大仙市管内平均で１０アール当たり２０７キロの平均単収となり、県内１位を記録し、

品質も１・２等の高品質割合も３３パーセントと高い成果を挙げ、大仙市単独補助事業

「大豆産地化推進事業費」も３，８７０万円の助成実績を示し、生産組織、農家に好評

な市助成制度であります。

この助成は、作付面積が１ヘクタール以上の経営体であり、１・２等品質割合が５０

パーセント以上、単収が１０アール当たり２２０キログラム以上の要件をクリアすると、

１０アール当たり１万円が助成される制度であります。
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ところが、本年の大豆栽培状況は、６月から７月にかけての水害により、大仙市西部

地区において被害を受け、ほかの地区においても夏の高温による異常天候により、大幅

な減収と品質低下が避けられない状況にあります。ＪＡ秋田おばこ担当者に状況を確認

したところ、収量、品質の確定は１月を予定しておるようでありますが、収量で１０

アール当たり前年対比１５パーセントから２０パーセント程度の減収と、粒が小さく規

格外が多く、品質が低下すると予想していると伺いました。

私たち仙北地域の生産者よりも、かなり悲観的な声が聞かれ、市単独助成「大豆産地

化推進事業の助成基準要件の引き下げ緩和」を求められております。市は、令和２年度

当初予算に、前年並みの３，５００万円を計上しており、実態調査、検分等に慎重に対

応されるのは当然としても、「生きた予算」「生産意欲持続の助成金」として継続し、

複合化の主力品種、大豆の生産拡大に取り組むべきと考えます。この助成要件緩和の検

討の意にあるのかお尋ねいたします。

○議長（金谷道男） ４番の項目に対する答弁を求めます。福田農林部長。

○農林部長（福田 浩） 質問の、大豆産地化推進事業についてお答え申し上げます。

大豆産地化推進事業につきましては、土地利用型作物の生産振興を図るため、多収か

つ高品質な一定数量の大豆を確保することにより、農家所得の向上につなげることを目

的としております。平成２６年からの本事業の効果としましては、大豆作付面積は

８４７ヘクタールから１，２３９ヘクタールまで伸び、令和元年度の１０アール当たり

の収量については全国平均を大きく上回る２０７キログラムであり、天候に恵まれ栽培

環境が良かったこともさることながら、生産者の技術レベルは着実に向上しております。

また、優れた大豆生産者を表彰する全国豆類経営改善共励会において、平成２７年度

に大曲地域の「小貫集落営農組合」が大臣賞に次ぐ政策統括官賞を、令和元年度には西

仙北地域の「農事組合法人 強首ファーム」が農林水産大臣賞を受賞しております。

一方、１０ヘクタール以上作付けの２８経営体に確認しましたところ、本年度は大雨

等の天候不順により、ほ場浸水や適期の栽培管理ができなかったことから減収と品質低

下は避けられず、平均収量で前年比約２割の減、うち８割以上が３等級以下であること

が見込まれております。収量や等級は２月中旬に確定しますが、状況を見極めた上で要

件の見直しを図り、翌年の生産につながるよう適切に対応してまいります。

以上です。

○議長（金谷道男） 再質問ありませんか。本間輝男君。
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○９番（本間輝男） 市長にお伺いします。この大豆産地化事業というのは市単独です。

ご要望という形で大変失礼な言い方ですが、市長のこういう農業に対する意気込みとい

うのは非常に強いものがあると思います。今、前向きにと言われましたが、市長からあ

えて一言お願いします。

○議長（金谷道男） 再質問に対する答弁を求めます。老松市長。

○市長（老松博行） 本間輝男議員の再質問にお答え申し上げたいと思います。

まず、大豆の生産につきましては、市が平成２６年から奨励する形で進めてきており

ます。水田、大規模な区画のほ場で米以外に作るとなれば、やはり土地利用型の作物で、

麦では少し天候が合わないということで大豆を進めてきたところであります。こうした

気持ちは、これからも続けてまいりたいと、奨励してまいりたいというふうに考えてお

りますが、ただやはり、全国の例を見ると、米の値段が安いときは大豆を一生懸命作

るんだけれども、米の値段が高くなると大豆をやめてしまうと。それはやはり価格補償

といいますかね、収入の補償という面が大きい理由になっているというふうに思ってお

りますので、こうした不作といいますかね、あまり作況が良くないときは、しっかりと

農家の所得を確保するというそういう考え方が、施策が必要だというふうに思っており

ます。答弁のとおり、来年の生産につながるような手当てをしてまいりたいというふう

に考えております。

○議長（金谷道男） 再々質問ありませんか。

（「終わります」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） これにて９番本間輝男君の質問を終わります。

【９番 本間輝男議員 降壇】

○議長（金谷道男） 日程第３、議案第２１０号から日程第２５、議案第２３２号までの

２３件を一括して議題といたします。

これより質疑を行います。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） 質疑なしと認めます。

ただいま議題となっております議案第２１０号から議案第２３２号までの２３件は、

議案付託表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託いたします。
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○議長（金谷道男） 日程第２６、請願第１７号を議題といたします。

本件は、お手元に配付の請願文書表のとおり、総務民生常任委員会に付託いたします。

○議長（金谷道男） 日程第２７、陳情第４４号から日程第３０、陳情第４８号までの４

件を一括して議題といたします。

本４件は、お手元に配付の陳情文書表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託い

たします。

○議長（金谷道男） お諮りいたします。各常任委員会審査のため、１２月９日から１２

月１５日まで７日間、休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（金谷道男） ご異議なしと認めます。よって、１２月９日から１２月１５日まで

７日間、休会することに決しました。

○議長（金谷道男） 以上で本日の日程は、全部終了しました。

本日はこれをもって散会し、来たる１２月１６日、本会議第４日を定刻に開議いたし

ます。

ご苦労様でした。

午後 １時２４分 散 会


